
発注方式について 

提 案 

【件名】 

雲南市の小規模工事（老朽インフラ補修工事、道路補修工事、水道管更新工事）こそ、性能発注方式が最適です。 

 

【提言の具体的内容】 

 令和４年１２月７日のＮＨＫ「おはよう日本」では、老朽インフラ点検で早急な補修が必要と判断された後、自治体の財政難や人材不足により、

５年を超えても未補修のままの橋やトンネルが全国に７千箇所余りあると報道されました。建設後５０年超の老朽橋の割合が現在の約３割から１

０年後には約６割に倍増することや、老朽インフラ対策は特に小規模の自治体で予算や人員が厳しいため十分に進んでいないと国土交通省が認識

していることも報道されました。 

 しかし、自治体の人材不足解消の見込みは無いため、自治体の補修工事発注業務を効率化しない限り、未補修のままの老朽インフラは増加の一途

を辿ります。それゆえ、老朽インフラ対策で喫緊の課題は、補修工事発注業務の効率化です。 

 ところで、自治体の老朽インフラ補修工事は、道路補修工事や水道管更新工事と同じ仕様発注方式で実施されています。仕様発注方式とは、 詳

細仕様を確定させた工事仕様書を準備して積算で予定価格を策定した上で施工を発注する方式であり 、自治体には多大な発注業務負担がかかって

います。そこで、性能発注方式に切替えれば、自治体の発注業務負担を数分の１にできます。性能発注方式は、 要求要件を示す要求水準書を準備

して見積書の徴収査定で予定価格を策定した上で設計と施工を一括発注するからです。自治体の発注業務負担について、水道管更新工事の不適切発

注事案を例として次に記載致します。 

 A 水道局では、仕様発注方式に起因する水道管更新工事の不適切発注事案が令和元年に発覚しました。平成２４年から２９年に A 水道局が発注

した千件余りの水道管更新工事の９割強（五百社近い業者が関与）で、工事仕様書の指定と異なる安価な埋戻材料が使用されていました。仕様発注

方式での工事完遂に欠かせない「発注者側による監督」が、殆ど行われていませんでした。業務多忙が原因です。A 水道局では、年間約７０ｋｍの

水道管更新工事の発注業務に１９０人の専従職員がいますが、仕様発注方式では、工事場所ごとに詳細な施工図面を作成して緻密な積算で予定価格

を策定するため、発注前の業務に多大な労力を要するからです。このような仕様発注方式を用いてきた結果、A 水道局では、道路の耐久性を今更調

べることも困難な状況を招いてしまいました。 

 この問題の抜本的解決策は、性能発注方式への切替です。性能発注方式では、監督の徹底を含めて、従前の数分の１の職員で対応できます。なぜ

ならば、性能発注方式では、場所を変えて同種工事を繰り返す場合には、要求水準書は、要求要件に係る文言の一部修正と現場の写真・見取図の差

替で迅速的確に作成できるからです。予定価格も、複数の受注希望業者（設計と施工のいずれの業者でもＯＫ）から徴収した見積書の査定により、

迅速的確に策定できるからです。つまり、性能発注方式は、 自治体の小規模工事（老朽インフラ補修工事、道路補修工事、水道管更新工事）に最

適と言えます。 

 ところが、全国の殆どの自治体は、性能発注方式を忌避してしまっています。 



 自治体では、性能発注方式の活用に向けて、設計・施工一括発注方式（性能発注方式）実施要綱・要領の整備が２０年以上前から全国的に進めら

れています。しかし、どの実施要綱・要領でも、性能発注方式の対象工事を技術的に高難度な工事（これでは、自治体の小規模工事は全て性能発注

方式の対象外となります）としているため、どの自治体でも性能発注方式の活用は不発のままです。加えて、どの自治体でも、地域内小規模業者の

受注機会確保の観点から、地域のより多くの業者への発注を目的として、設計・施工分離の仕様発注方式を促進しているのです。 

 しかし、性能発注方式は、小規模工事を地域内業者に発注したい場合にこそ、大きな効果を発揮します。やり方が問題ですから、管区警察局県情

報通信部への会計検査院会計検査（平成１３年茨城、平成１７年福岡、平成２０年と２３年神奈川）で「適正に経理されている。」旨の講評を頂い

た性能発注方式のやり方を以下に記載致します。ちなみに、会計検査の対象は、土木・建築工事を含めた大中小規模の警察情報通信システム整備工

事でした。 

 要求水準書は、設計・施工上必要十分となる要求要件の記載が肝要です。予定価格は、書面決裁で選定した複数業者（ 候補業者は、従前からの

設計業者や施工業者のいずれでも OK ） に、要求水準書付の文書で見積依頼して、徴収した見積書の査定で予定価格を策定します。この際、見積

書の日付、有効期限、宛先、件名、見積者氏名・捺印の確認と、要求水準書の要求要件について計上漏れが無いかの確認が肝要です。 

 

以上を、雲南市への提言として具申致します。 

回 答 

性能発注方式は自治体の小規模工事に最適とのご意見について回答します。 

公共工事の入札及び契約の方法について、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」において、発注者は、入札及び契約の方法の決定に当たって

は、その発注に係る公共工事の性格、地域の実情等に応じ、この節に定める方式その他の多様な方法の中から適切な方法を選択し、又はこれらの組

み合わせによることができるとされています。 

小規模工事における性能発注方式の採用は、本市にノウハウも少ないことから、国においてガイドライン等が示された場合に、その優位性や課題に

ついて慎重に検討してまいります。 

（回答部署 総務部管財課） 

 


